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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹
　最大の争点を無くしてしまった、オウンゴールで敗退。選挙結果は自公政権安泰か！？

　参議院選挙も最終盤を迎え、各政党・候補者も最後の訴えに力が入りつつある。だが、選挙の争点は、となると、一向に関心が高まっているように思われない。マスコミ各紙が実施した世論調査によれば、一番の有権者の関心は、年金・医療・介護といった社会保障のようだ。ところが、その肝心の社会保障の財源問題について、「三党合意」による消費税の8％から10％への引き上げが、前回の引き上げ延期を「争点」にして解散総選挙を実施し、「次は必ず実施する」と国民に約束したにもかかわらず、再び安倍政権の下で見送られたのだ。

これだけの大問題を公約違反していれば、本来その点について徹底的に追及すべき民進（主）党が、何と安倍総理の再延期を正式決定する前に、党首討論の場で早々と延期容認を打ち出し、必要な社会保障財源は赤字国債で賄えばよい、という態度になったことによって、最大の争点にしえた消費税の引き上げの再延期問題が消滅してしまったのだ。国民の増税際延期については、どんな世論調査でも過半数を超えており、国民の反発は少ない。例え、そのことにより社会保障の充実が出来なくなることを、どれだけの方たちが十分に理解できているのかどうか、不明なのではあるのだが…。
その時点で、今度の参議院選挙の結果は、自民・公明の与党が「負けない」選挙になってしまったことは間違いなく、10日の投票日を待たずとも与党側は過半数はおろか、改憲勢力である大阪維新の会なども含めれば、衆参両院での3分の2の多数を獲得するかもしれないと予想されている。その意味で、民進党の果たした役割は、まことに重大だと言わざるを得ない。岡田代表は、自分のおひざ元の三重選挙区の選挙で負ければ、代表選挙には出馬しないと明言しているが、そんな次元の問題ではなく、争点を自ら消滅させたことによる選挙結果（敗北）に責任を取らざるを得なくなってくると判断しているのだが、10日まであと1週間、どんな展開を見せるのか、引き続き注目して行きたい。
　若者の政治意識の変容、組織依存が『保守』のシンボルに

　「人間との対話＝人間の関係構築」に活路を見いだせるか！？
選挙と言えば、今回の選挙から１８歳へと選挙権が拡大する。若者の政治への参加は歓迎すべきことなのだが、彼らの政治に対する意識はどうなっているのだろうか。大変気になる点である。その点に関して、6月30日付の朝日新聞の「論壇時評」に歴史社会学者の小熊英二慶應義塾大学教授が「21世紀型選挙へ　人との対話が『回路』ひらく」を書かれていて興味深く感じた。それは、「今では若年層は、年配者と政治を語る言葉さえ共有できなくなっている」ことを指摘されているからである。小熊氏は高知大学の遠藤晶久教授の論文を引用しつつ次のように指摘される。

「今では若年層は、年配者と政治を語る言葉さえ共有できなくなっている。遠藤晶久によると、４０代以下では、旧来の『保守』『革新』の対立軸を共有していない。遠藤の2013年の調査では、20代は当時の政党をこう位置付けた。最も『保守』が『公明党』で、自民党・民主党・共産党・みんなの党が続き、最も『革新』が『日本維新の会』だった」

「これは、50代以上には理解不能である。だが私が思うに、若い世代は組織依存政党を『保守』、浮動票依存政党を『革新』とみなしているのだ。（中略）

つまり若い世代は、各党が掲げる政策よりも、『組織異存か否か』、いわば『閉鎖的か否か』を見ているのだ。『身内』にしか語りかけない政党よりは、不特定多数に向けて『改革』を呼号している政党の方が、まだしも『私たちの方を向いている』と映るのは無理もない」

こうした変化は、アメリカでも起きていると言い、その変化が起きた原因については、「20世紀に出来た政治の枠組みが、21世紀の社会に適合していないからだ」と見て次のように述べている。

「20世紀型の政党や組織は、グローバル化や格差の拡大で、どこでも力を失っている。だが政治の制度は20世紀のままだ。結果として、20世紀型の政党や組織が実力以上に有利となり、阻害されて人々は無力感と無関心に陥る。そうして投票率が下がると、政治は一部の層に独占され、更なる無力感と無関心、そして疎外された不満の爆発を生む。いま世界中で、この悪循環が起きている。」

これをどう変えていけるのか、世代別選挙区制度といった案も提示されているのだが、今一つ理解しにくいのだが、政党の側も何らかの改革が求められているように思えてならない。小熊教授は、最後に「人間との対話」に活路を見出している。シールズの若者たちの発言を捉えて彼らを政治に向かわせて物は　　　「人間との直接対話だった」ことに注目する。つまり、「知識やデータの提供以前に必要な物」として「関係の再構築」を築く必要があると強調している。それを作らない限り、日本の政治の停滞と将来の混乱は避けがたいとも結論付けている。
いま選挙戦を戦いながら、つくづくそうした問題を感ずる今日この頃である。　
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